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子ども・子育て支援新制度とは 
  子ども・子育て関連3法に基づく制度 2015年4月より実施 

1. 認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付お
よび小規模保育等への給付の創設 

2. 認定こども園制度の改善 

3. 地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実（利用
者支援・地域子育て支援拠点・放課後児童クラブ） 

4. 基礎自治体（市町村）が実施主体 

5. 社会全体による費用負担 

6. 政府の推進体制 

7. 子ども子育て会議の設置 
内閣府Webサイトより 国や市町村が保育の実施に責任を負う従来の公的制度を解体し、直接

契約の仕組みを基本とする制度であり、保育の格差が生じやすい制度 



調査の目的と方法 

目的 

2016年4月１日現在の広島県における 

子ども子育て支援新制度の施行状況を明らかにし
全ての子どもに必要な保育を平等に保障するよう
国や県に要請する資料を作成すること 

方法 

調査期間 2016年4月11日～6月末 

調査対象 広島県内23自治体 

調査方法 自記式アンケート（回答時間15分） 

 



結果 

回収率 60.9％（14／23自治体） 

各自治体の合計施設数（子ども・子育て支援新制度該当分） 
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各自治体の施設内訳（子ども・子育て支援新制度該当分） 

公立こども園 私立こども園 公立幼稚園 私立幼稚園 公立保育所 私立保育所 家庭的保育 小規模A 小規模B 小規模C 居宅訪問型 事業所内 
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各自治体の合計定員数・合計児童数・充足率 

定員 児童数 充足率 
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庄原市 

府中市 

府中町 

尾道市 

安芸高田市 

廿日市市 

呉市 

福山市 

広島市 

各自治体における地域型保育施設の定員数・児童数（子ども・子育て支援新制度該当分） 



待機児童は広島市のみ 

0歳 1・2歳 3歳以上児 計 

公立保育所 3 49 4 56 

私立保育所 1 83 11 95 

計 4 142 15 161 

単位（人） 

職員配置は全ての自治体が基準通りと回答 

  0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 

児童：職員 3：1 6：1 6：1 20：1 30：1 30：1 



保育料基準の現状  国の基準通り1 独自の基準11 独自の支援

2 

独
自
基
準 

呉市 
18歳未満の子を3人以上扶養している場合，3人目以降の子は申請により3歳に
なる年度末まで無料 

府中市 
階層を決定する際に年少扶養控除及び特定扶養控除の上乗せ部分について対象
となる扶養が3人以上いる世帯については控除の合ったものとして税額を再計算 

江田島市 国の基準を上限に市の規則で定める 

広島市 国の基準より引き下げ 

廿日市市 3子目無料化，16歳未満児の3人目以降に関わる所得税軽減措置 

府中町 国の基準を下回る保育料，みなし寡婦（夫）控除 

神石高原町 
"国の定める基準の50％，18歳未満第3子以降の保育料半額 
18歳未満第2子以降の納入済保育料の補助" 

独
自
支
援 

世羅町 町で定める基準額の半数を賦課（条件有） 

庄原市 
第2子保育料について年収制限や年齢制限を設けず半額 
第3子保育料について年収制限や年齢制限を設けず無料 



職員の独自加配  加配あり5 加配なし7 無回答2 

自治体名 独自加配の例 

呉市 呉市が認めた障がい児1人につき0.5人 

府中市 
公立：障がい児加配として（加配の必要な）児童3人につき 
   原則1人の職員配置 

尾道市 
医師の診断を受け集中保育で配慮を要する障がい児童の 
3人に1人の割合で保育士を配置 

大竹市 
障がい児保育の実施に伴う職員配置基準 
対象児童3人につき1人 

廿日市市 障がい児加配，延長保育実施園に関わる加配，保育士配置 



運営費加算  国の基準通り10 独自加算3 その他1 

自治体 独自加算の例 

府中市 
定員に満たない私立保育所に対し定員払い事務費を支援 
（4～9月） 

尾道市 乳児保育，障害児保育を行う私立保育施設に対し加算 

広島市 保育士等処遇改善事業 

府中町 
障がい児保育において加配した保育士等に係る人件費等に対し
補助金を交付 

 運営費交付金  増額11 無回答2 変化なし1 



将来構想  認定こども園へ移行3 統廃合5 その他5 現状維持1 

  将来 自治体 理由 

認定こど
も園へ 

呉市 教育・保育の必要量を確保するため 

尾道市 就学前の子どもに対する教育・保育と地域のすべての保護者に
対する子育て支援を総合的に提供するため 

安芸高田市 人口減少により認定こども園へ統廃合する 

統廃合 

世羅町 地域によっては定員を大きく下回る施設があるため 

江田島市 耐震化，老朽化対策および保育サービス拡充 

大竹市 施設の老朽化及び今後の児童数の動向を踏まえ再編 

廿日市市 限られた財源の中で持続可能な保育環境を整備するため。公
立・私立の役割分担が必要であるため。 

その他 

府中市 耐震化改修計画等を検討課題としている 

福山市 保護者や地域のニーズに即した教育・保育環境の実現を図る 

庄原市 市立保育所再編計画に基づき保育所の適正配置に取り組み施設
の効率的な運営に努める 

広島市  未定 

神石高原町 施設の老朽化等に伴う改修・改築等も含めて現在検討中 



考察1 
子ども・子育て支援新制度該当分の合計施設数は，各自治体におけ
る5歳年齢階級別人口に概ね比例していた。乳幼児一人当たりの施
設数を算出すると，政令指定都市である広島市は，0～4歳人口
55,044人に対し248施設と最も不足していた。一方で，庄原市は0～
4歳1,214人に対し22施設と，最も余裕があった。 

 

児童充足率は，広島市，大竹市，呉市，江田島市，廿日市市が，い
ずれも80％以上の高い割合を示した。これは，4月1日時点ですでに，
入園可能な児童の許容数が非常に少ないことを意味する。特に，広
島市は待機児童を有することから，年度初めの児童充足率が92.3％
とほぼ定員に近い割合であることは課題である。また，大竹市は0

～4歳人口865人，江田島市は0～4歳人口633人と，乳幼児の少ない
地域なので，統廃合による施設再編により充足率を高めていた。 



職員配置は，すべてが基準通りとの回答を得たが，実際はそうでは
ない施設が多数あることが広島県保育団体連絡会総会の出席者より
報告された。 

 

保育料基準は，各自治体で格差があり，独自の基準や支援を設ける
自治体は，国の基準より引き下げていることが明らかとなった。 

 

職員の独自加配は特別支援の必要な児童に対して行われていた。 

 

運営費の独自加算や将来構想は自治体の事情により様々であった。 

 

 

考察２ 



広島県における子ども・子育て支援新制度の実
施状況には，各自治体で格差が生じていること
が明らかとなった。今後も調査し続けたい 

 

10/29-30 広島県保育団体合同研究集会へのご
参加をお待ちしています！ 

保育署名へのご協力をお願いいたします！ 

11/6（日）こどもパレード いたします！  

まとめとお願い 




